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Ⅰ.都市における地域熱供給の役割
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熱電一体型供給地域熱供給

熱供給から熱電力の一体型供給
街の低炭素化とレジリエンス強化
地域の未利用・再生可能エネルギーの活用

熱源システムに関する様々な先端技術を導入しな
がら熱供給の高効率化

地域の未利用エネルギーの活用

地域熱供給の進展の系譜
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1970年の大阪千里ニュータウンに日本初のDHCが誕生。以降、DHCは役割を大気汚染防止から省エネル
ギー推進、地球温暖化対策、BCP対応等の時代のニーズに応えながら 、地域とともに進化 ･発展

出典:日本熱供給事業協会

図出典:東京ガス資料 図出典:東京ガス資料
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共共
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都市のシステム構造のイメージ例【エネルギーサービス】

公公

私 私

二層構造 三層構造

 二層構造:「公:都市設備（電気、ガス）」と「私:建築設備」で構築
 三層構造:ある一定の地域で「私:建築設備」が個々保有する熱源設備を集約化し、
「共」のシステムとして地域熱供給が加わることで「私:建築設備」へのサービスが向上

ex.
公益事業者
・電気
・都市ガス

ex.
建築設備
・空調設備
・熱源設備
・給排水設備
・電気設備

都市 都市

ex.
地域熱供給
・熱源設備の集約化
・未利用エネルギー利用
・再生可能エネルギー利用
・CEMS

ex.
料金 ex.

電気
都市ガス

ex.
高効率な冷温水・蒸気
省エネ等のサービスの享受

依存
連携・補完

住宅・ビル

向上

ex.
健康・快適な居住環境
利便・効率的な業務機能
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都市のシステムデザインにおける三層構造のイメージ例
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https://eee.tokyo-gas.co.jp/case/architecture/index.html

三層構造の街

二層構造の街

地域冷暖房
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付加価値向上による地域間競争力の強化への貢献
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 行政による都市計画により、地域はある一定レベルの住環境の質を形成するなかで、そ
れを超える住環境の質（魅力、付加価値）の向上が地域間競争力の強化となる。

 地域間競争は自治体規模によって異なる。
世界都市間競争（例:首都）
国内都市間競争（例:大都市、地方中核都市、地方都市）
都市内街間競争

街の魅力

一定レベル

A地域 B地域 C地域 D地域 E地域 Z地域・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

地域間競争力 何の付加価値を高め
競争力を向上させるか?

環境配慮:
安全性:
保健性:
利便性:
快適性:

付加価値
ウェルビーイング(総合的な幸福感・充実感)

カーボンニュートラル

エネルギーレジリエンス(強靭化)
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Ⅱ.都市規模に応じた地域熱供給の今後
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※2015年国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）から作成

都市における地域エネルギー事業の概況

大規模な都市では地域熱供給事業が普及傾向
小規模な地方都市（町村）では地域新電力事業が普及傾向
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（2019年度当時資料より作成資料）
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地域熱供給＝都市機能集積地区のエネルギーインフラ
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地域熱供給システム地区 鉄道路線
熱供給地区+鉄道駅

延床面積[㎡]
0~9,200
9,200~32,000
32,000~67,000
67,000~113,000

423,000~
270,000~423,000
172,000~270,000
113,000~172,000

鉄道路線

オフィス機能は都心部や主要ターミナル駅周辺に集積
集積地区には、地域熱供給が整備
例 千代田区、港区、新宿区等では15～35%程度（2021年度）

250Mメッシュ
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供給延床面積当たりのCO2排出量の推移CO2排出量の推移

エネルギー効率の推移供給延床面積当たりの販売熱量の推移

地域熱供給の役割〔カーボンニュートラルへの貢献〕暫定版
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 販売熱量は約25％減少、CO2排出量は約46%減少
 このCO2排出量の減少割合の増分はエネルギー効率の向上（約1.37倍）が寄与

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
[
-
]

供
給
延
床
面
積
当
た
り
の

販
売
熱
量
[
M
J
/
m
2 ]

25.3％ 減少
37.3％向上

C
O
2
排
出
量
[
t
]

供
給
延
床
面
積
当
た
り
の

C
O
2
排
出
量
[
t
/
1
,
0
0
0
m
2 ]

45.7％ 減少

※熱供給事業便覧より作成
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地方都市の地域熱給地区の規模
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学校施設交通施設事務所商業施設宿泊施設病院施設複合施設公共施設

地方都市の地域熱供給需要家の推計総延床面積は10万㎡程度
未整備都市においても開発（中心部への都市機能の集約）の機会を捉える仕組み
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図 地方都市の地域熱供給地区の需要家の空間構成

図 地域熱供給未整備中規模都市の中央駅400M圏の空間構成例

※総延床面積が10万㎡を超えるのは3都市(9都市中)
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地方都市の街づくりの先導モデル例
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メディカルD
エネルギーセンター

マンション

ホテル

商業

メディカルゾーン
2022年度竣工

その他ゾーン
2023年度竣工

 「札幌市都市計画マスタープラン(2004)」 で
都市づくりの理念として「持続可能なコンパクト
シティへの再構築」 を掲げている。

 本プロジェクトが位置する副都心は「札幌市ま
ちづくり戦略ビジョン(2013)」 において、リーディ
ングプロジェクトとなっている。

出典:萩野伸悟・他6名:地方都市コンパクトシティにおける先導的スマートコミュニティ技術に関する 研究(第1報),
空気調和・衛生工学会大会,2022年9月
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CGS・地中熱ヒートポンプ
蓄熱槽・貯湯槽

都心部B発電所
15,600kW

主力発電所
A発電所
78,000kW

地域熱
供給へ
熱融通

風力発電所
2,000kW 計画

木質バイオマス
発電所

6194kW

太陽光発電所
1,000kW

再エネ

給電指令所

家庭用CGS、
エネファーム
エミネル（HEMS)
1700世帯

ＣＧＳ発電所

地域暖房
プラント

地域熱
供給へ
熱融通

地域熱供給事業
CGS発電所
（商業やホテル等200か所）

域外

域内

CEMS

エネルギー
センター

バイオガス
発電所

382kW

電気
熱
情報

発電所

本プロジェクト

地域熱供給と域外電力系統との連携イメージ

域外電力の出力状況に応じ、CEMSが域内の発電制御・蓄熱制御により、
出力不安定な再エネ電源の需給調整

出典:萩野伸悟・他6名:地方都市コンパクトシティにおける先導的スマートコミュニティ技術に
関する 研究(第1報),空気調和・衛生工学会大会,2022年9月

13



Murakami Lab.,Shibaura Institute of Technology

地方都市の地域エネルギー事業による地域活性化イメージ
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地域外電気

一般的なエネルギーシステム

地産地消エネルギーシステム

太陽光発電

地方都市
地産エネルギー 地域の需要家

日本卸電力取引所
JEPX

清掃工場

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ

工場

住宅

公共施設

地域外電気

地方都市
地域の需要家

工場

住宅

公共施設

清掃工場

電力

料金

一般電気事業者

一般電気事業者

ビル

ビル
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地域エネルギー事業の地方都市モデル
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太陽光発電太陽光発電
（公共施設）

太陽光発電太陽光発電
（民間施設）

太陽光発電太陽光発電
（メガソーラ）

バイオマス発電

廃棄物発電廃棄物発電
（清掃工場）

小水力発電

民間施設

住 宅

工業団地

公共施設

庁 舎

病 院

JPEX
（日本卸電力取引所）

地域新電力地域新電力

送配電線

出
資

供給源 地元企業
自治体等

中心市街地等の
拠点地区の開発
中心市街地等の
拠点地区の開発

その他施設

CGS
HP+蓄熱槽

電力 電力

電力の需給調整

熱

地域エネルギー事業①
（電気供給）

地域エネルギー事業②
（熱供給）

熱供給システム熱供給システム
電力

バイオマス発電バイオマス発電
（下水道）

図 再エネ電気供給事業と熱供給事業の連携イメージ
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Ⅲ. 地域熱供給における低炭素地域エネルギ
ー資源活用インフラ整備
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低炭素地域エネルギー資源活用インフラ例【欧州】
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Albertslund
Copenhagen（アルバーツルン市）

（アヴェドアプラント）

（アマー資源センター）

10km

出典:日本熱供給事業協会欧州熱供給視察（DBDH視察時）資料を編集
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Surplus heat 
from Industrial

Geothermal WtE CHP

P Global Peak load
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低炭素地域エネルギー資源活用インフラ例【欧州】

Heat PumpSolar Bio CHP

P End usersLocal Peak load

Fig. Fossil Free Smart System

生産部門

輸送部門

配給部門

Transmission
System

Distribution
System

Base load
production

送熱網

配熱網

 熱供給ネットワークが低炭素地域エネルギー資源の「送熱網」と「配熱網」の二層構成
 送熱網のインフラ整備が特徴

出典:日本熱供給事業協会欧州熱供給視察（DBDH視察時）資料を編集
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Ⅳ. 総括
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都市行政への期待

2層システム構造が一般的な都市づくりにおいて、3層システム構造は自然
発生しない。

地域熱供給等の地域エネルギーインフラ(共システム)が、街(地域)や都
市の付加価値向上にどう貢献するかという視点整理と提示が重要である。

既存地域熱供給等を地域エネルギーインフラとして持続させる整備支援
の仕組みや、地域内・周辺地域の再開発と継続的に連携・協調して成⾧
できる仕組みづくりが必要である。

欧州のように、地域熱供給が未利用エネルギー・再生可能エネルギー等、
低炭素地域エネルギー資源（熱エネリソース）を共同利用できる送熱網
を都市エネルギーインフラとして整備することが期待される。

都市のエネルギーシステムデザインの観点を強化するとともに、「共システ
ム」のデザイン主体の仕組みづくりが必要である。

20
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「共」のシステムデザインの主体づくりの仕組みが必要
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都市の将来像の作成
都市のｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝのﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ策定

 『共』のｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ

街(地区)

協働

 建築のZEB，ZEH化事業主

自治体のマスタープランを踏まえ、まちづくりの初
期段階から複数の意思決定者を調整しながら
“共”の構築をコーディネートする主体や仕組み

自治体が各地域のまちづくりビジョンをとともに
地域特性に応じたエネルギーシステム整備方
針づくりの仕組み

自治体
（都市）

共

公

私

共共

公

私

公

私

公

私

移行

二層構造のシステムデザインは、「公」行政等と「私」事業主、地権者等の意志決定で実現可能

二層構造 三層構造

三層構造のシステムデザインは、街内の複数のステークフォルダの意思決定を調整しながら、「共」の
構築をコーディネートする主体や仕組みが不可欠

自治体の都市計画におけるまちづくりビジョンをとともにエネルギーシステム整備方針づくりの仕組み
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